
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中国現行税務行政ー国家税務総局 

 

1. 主な職責 

 

国家税務総局は中国の最もハイレベルな税務当局であり、国務院の直属機関であり、国の税収

を管理します。その主な職責は以下の通りです。 

 

（1） 税法の草案及び実施細則を起草し、税政策に対して提言し、財政部とともに上申・出し、

徹底実行の措置を策定し、税法の実施中の徴収管理や一般性課税問題を説明し、その

後に財政部に報告する。 

 

（2） 税収、社会保険料、及び関連する非課税所得の徴収管理を組織し、全ての税金・料金を

徴収することに努力する。 

 

（3） マクロ経済政策、中央と地方の税務配分の研究を参加し、税務配分の改善に対して提言

し、税負担の全体的なレベルを研究し、税収を利用してマクロ制御を行う提案をする。 

 

（4） 税収の徴収管理システムの改革を組織・実施し、税収の徴収管理に関する法律法規を起

草し、実施細則を制定する。税収業務及び徴収管理の規制を制定し、規制の実施を管理

し、税法規制・政策の実施を監督・検査する。 

 

（5） 税務サービスシステムの構築を計画・組織し、税務サービス管理制度を制定し、税務サー

ビスを標準化する。納税者権益保障制度を制定し、制度の実施を監督し、納税者の合法

的権益を保護し、便利・優秀・効率的な税務サービスの提供義務を履行する。税務の宣伝

活動を組織・実施し、税理士管理政策を策定し、その実施を監督する。 

 

（6） 納税者に対する分類管理と専門サービス、及び大型企業に対する税務サービスと税源管

理を組織・実施する。 

 

（7） 税収の中長期計画及び年間計画を作成し、税源の調査を実施し、税収の分析・予測を強

化し、減税・免税措置等の事項を組織・処理する。 

 

（8） 税務管理情報化制度を制定し、税務管理情報化制度構築の中長期計画を起草し、「金税

工程」の建設を組織・実施する。 

 

（9） 税務分野における国際交流・協力を実施し、国間・地域間の租税条約交渉を参加し、関連

する協定協議を起草・執行する。 
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（10） 輸出入商品の課税及び輸出税還付の業務を処理する。 

 

（11） 国家税務総局が主力として、省区市の党委員会及び政府とともに全国税務システムに対

して二重の指導を実施する。 

 

（12） 党中央委員会及び国務院から指示される事項を引き受ける。 

 

2. 職能部門 

 

国家税務総局は 18 つの職能部門を設置しており、各部門の名称及び主要職責は以下の通りです。 

 

（1） 弁公庁は、日常公務、秘書業務、及び機関行政管理事務を担当する。 

 

（2） 政策法規司は、税収の政策及び税法業務を担当する。 

 

（3） 貨物・労務税司は、増値税・消費税・車両購置税・輸出入税・文化事業建設費の政策と徴

収管理を担当する。 

 

（4） 所得税司は、企業所得税・個人所得税及び法律法規に規定された基金の政策と徴収管

理を担当する。 

 

（5） 財産・行為税司は、財産・行為税の政策の管理を担当し、財産・行為税徴収管理を指導監

督する。 

 

（6） 国際税務司は、国際税収、国際税務の協力・交流及び外事業務を担当する。 

 

（7） 社会保険料司は、社会保険料及び関連する非課税所得の徴収管理を担当する。 

 

（8） 納税サービス司は、納税サービスを担当する。 

 

（9） 収入計画採算司は、税収の組織、税金の納付・入庫、税収の分析・予測、重点税源の監

視、税務会計の統計採算、税収データ管理・応用を担当する。 

 

（10） 徴収管理・科学技術発展司は、税収の徴収管理、及び税収管理情報化の建設を担当す

る。 

 

（11） 大企業税収管理司は、大企業の税務サービス及び管理を担当する。 

 

（12） 査察局は、税務の査察を担当する。 

 

（13） 財務管理司は、税務システムの運営資金、設備、固定資産、インフラの管理を担当する。 

 

（14） 監査・内部審査司は、税法執行の監督・検査、内部財務監査及びリーダーや幹部の経済

的責任の監査を担当する。 
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（15） 人事司は、人事と組織編成を担当する。 

 

（16） 党建工作局は、税務システムにおける党の建設、思想政治の構築及び巡視検査を担当

する。 

 

（17） 機関党委員会は、大衆政党の業務を担当する。 

 

（18） 離職・退職幹部局は、機関の離職・退職幹部の業務対応、税務システムの離職・退職幹

部の指導を担当する。 

 

 

参考資料： 

[中国税務サービス] 

https://www.kaizencpa.com/jp/Services/info/id/49.html 

 

もっと詳細な情報や支援をご希望の場合は、下記のお問い合わせをご利用になってください。  

メール：info@kaizencpa.com,  

固定電話： +852 2341 1444  

携帯電話： +852 5616 4140、+86 152 1943 4614 

ライン・WhatsApp・Wechat： +852 5616 4140 

公式ウェブサイト：www.kaizencpa.com 

Skype: kaizencpa 
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